
■議案第６４号 四万十町いじめ防止対策推進法施行条例の制定について 

【要旨】 

 今回の条例制定は、平成２５年度に制定されたいじめ防止対策推進法の基本理念に

基づき、同法第１４条第１項に規定されているいじめの防止等に関係する機関及び団

体の連携を図るための組織「いじめ問題対策連絡協議会」を、同法第１４条第３項に

規定されている地域におけるいじめの防止等のための対策を実効的に行う教育委員

会の附属機関であり同法第２８条第１項に規定の町立小中学校での重大事態への対

処と当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため調査等を行う組織「四万十町いじ

め問題調査委員会」を、同法第３０条第２項に規定されている重大事態に係る調査結

果の報告について町長が必要と認めた場合に再調査を行うことができる町長の附属

機関「四万十町いじめ問題再調査委員会」を設置しようとするものです。 

 

※ 参考 いじめ防止対策推進法 [抜粋] 

（基本理念） 

第３条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童等に関係する問題であ

ることに鑑み、児童等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、

学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として行われな

ければならない。 

２ いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児童

等に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにする

ため、いじめが児童等の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童等の

理解を深めることを旨として行われなければならない。 

３ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護す

ることが特に重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、

家庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われな

ければならない。 

（いじめ問題対策連絡協議会） 

第14条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、

条例の定めるところにより、学校、教育委員会、児童相談所、法務局又は地方法務

局、都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置

くことができる。 

２ 都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には、当該いじめ問

題対策連絡協議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該

都道府県の区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用される

よう、当該いじめ問題対策連絡協議会と当該市町村の教育委員会との連携を図るた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

３ 前２項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円滑な連携

の下に、地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止等のための対



策を実効的に行うようにするため必要があるときは、教育委員会に附属機関として

必要な組織を置くことができるものとする。 

 （学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以

下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止

に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設

け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確に

するための調査を行うものとする。 

 (１) いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害

が生じた疑いがあると認めるとき。 

 (２) いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、

当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大

事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。 

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同

項の規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支

援を行うものとする。 

 （公立の学校に係る対処） 

第30条 地方公共団体が設置する学校は、第28条第１項各号に掲げる場合には、当該

地方公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体

の長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態へ

の対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めると

きは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第28条第１項の規定による調

査の結果について調査を行うことができる。 

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会に

報告しなければならない。 

４ 第２項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和31年法律第162号）第23条に規定する事務を管理し、又は執行する権

限を与えるものと解釈してはならない。 

５ 地方公共団体の長及び教育委員会は、第２項の規定による調査の結果を踏まえ、

自らの権限及び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態

と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずるものとする。 

 

【制定の内容】 

第１章 総則として、この条例の趣旨及びこの条例において使用する用語の意義を

定義 



第２章 四万十町いじめ問題対策連絡協議会について規定 

第３章 四万十町いじめ問題調査委員会について規定 

第４章 四万十町いじめ問題再調査委員会について規定 

第５章 雑則として、委任について規定 


